
１．会計別予算規模

(単位：千円）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

一般会計 5,995,000 60.5% 5,830,000 60.8% 165,000 2.8%

後期高齢者医療特別会計 227,693 2.3% 204,514 2.1% 23,179 11.3%

国民健康保険特別会計 1,982,617 20.0% 2,015,862 21.0% △ 33,245 △ 1.6%

介護保険特別会計 1,362,155 13.7% 1,319,516 13.8% 42,639 3.2%

下水道事業特別会計 215,465 2.3% △ 215,465 皆減

下水道事業会計 346,093 3.5% 346,093 皆増

合計 9,913,558 100.0% 9,585,357 100.0% 328,201 3.4%

　令和５年度で「下水道事業特別会計」は終了し、令和６年度からは公営企業会計に移行した「下水道

事業会計」になります。

令和６年度板倉町当初予算の概要

令和６年度 令和５年度 前年度比較
区分
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２．一般会計歳入の状況

(単位：千円）
区分

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率
町税 2,053,728 34.3% 2,047,921 35.1% 5,807 0.3%
地方譲与税 89,810 1.5% 87,500 1.5% 2,310 2.6%
利子割交付金 400 0.0% 500 0.0% △ 100 △ 20.0%
配当割交付金 8,000 0.1% 10,000 0.2% △ 2,000 △ 20.0%
株式等譲渡所得割交付金 8,000 0.1% 6,000 0.1% 2,000 33.3%
法人事業税交付金 31,000 0.5% 25,000 0.4% 6,000 24.0%
地方消費税交付金 322,000 5.4% 330,000 5.7% △ 8,000 △ 2.4%
ゴルフ場利用税交付金 10,000 0.2% 11,000 0.2% △ 1,000 △ 9.1%
環境性能割交付金 16,000 0.3% 6,000 0.1% 10,000 166.7%
地方特例交付金 67,500 1.1% 8,000 0.1% 59,500 743.8%
地方交付税 1,400,000 23.4% 1,280,000 22.0% 120,000 9.4%
交通安全対策特別交付金 1,700 0.0% 1,600 0.0% 100 6.3%
分担金及び負担金 20,507 0.3% 69,449 1.2% △ 48,942 △ 70.5%
使用料及び手数料 31,129 0.5% 30,415 0.5% 714 2.3%
国庫支出金 507,393 8.5% 520,234 8.9% △ 12,841 △ 2.5%
県支出金 490,119 8.2% 470,206 8.1% 19,913 4.2%
財産収入 6,083 0.1% 6,375 0.1% △ 292 △ 4.6%
寄附金 30,002 0.5% 9,002 0.2% 21,000 233.3%
繰入金 456,028 7.6% 517,411 8.9% △ 61,383 △ 11.9%
繰越金 200,000 3.3% 200,000 3.4% 0 0.0%
諸収入 87,501 1.5% 66,187 1.1% 21,314 32.2%
町債 158,100 2.6% 127,200 2.2% 30,900 24.3%

合計 5,995,000 100.0% 5,830,000 100.0% 165,000 2.8%
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３．一般会計歳出の状況（目的別）

(単位：千円）
区分

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

議会費 88,365 1.5% 88,102 1.5% 263 0.3%

総務費 832,990 13.9% 814,805 14.0% 18,185 2.2%

民生費 1,898,473 31.7% 1,812,353 31.1% 86,120 4.8%

衛生費 597,744 10.0% 596,076 10.2% 1,668 0.3%

労働費 208 0.0% 208 0.0% 0 0.0%

農林水産業費 289,723 4.8% 345,915 5.9% △ 56,192 △ 16.2%

商工費 102,693 1.7% 96,377 1.7% 6,316 6.6%

土木費 547,047 9.1% 625,584 10.7% △ 78,537 △ 12.6%

消防費 334,594 5.6% 311,377 5.3% 23,217 7.5%

教育費 862,645 14.4% 698,293 12.0% 164,352 23.5%

災害復旧費 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

公債費 425,513 7.1% 425,897 7.3% △ 384 △ 0.1%

諸支出金 4 0.0% 12 0.0% △ 8 △ 66.7%

予備費 15,000 0.2% 15,000 0.3% 0 0.0%

合計 5,995,000 100.0% 5,830,000 100.0% 165,000 2.8%

令和６年度 令和５年度 前年度比較
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４．一般会計歳出の状況（性質別）

(単位：千円）
区分

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

人件費 1,388,317 23.2% 1,315,153 22.6% 73,164 5.6%

扶助費 886,629 14.8% 864,756 14.8% 21,873 2.5%

公債費 425,512 7.1% 425,896 7.3% △ 384 △ 0.1%

普通建設事業費 448,424 7.5% 456,154 7.8% △ 7,730 △ 1.7%

災害復旧費 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

物件費 1,093,762 18.2% 1,039,203 17.8% 54,559 5.3%

維持補修費 35,665 0.6% 43,608 0.8% △ 7,943 △ 18.2%

補助費等 1,111,676 18.5% 1,086,026 18.6% 25,650 2.4%

積立金 1,989 0.0% 1,812 0.0% 177 9.8%

投資及び出資金、貸付金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

繰出金 588,024 9.8% 582,390 10.0% 5,634 1.0%

予備費 15,000 0.3% 15,000 0.3% 0 0.0%

合計 5,995,000 100.0% 5,830,000 100.0% 165,000 2.8%

令和６年度 令和５年度 前年度比較
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５．一般会計地方債現在高の状況

(単位：千円）
区分

地方債現在高 3,653,555 3,911,699 4,208,331
　対前年増減額・増減率 △ 258,144 △ 6.6% △ 296,632 △ 7.0% △ 150,973 △ 3.5%

６．一般会計積立金残高の状況

(単位：千円）

区分

財政調整基金 3,146,535 3,602,408 3,338,365
減債基金 69,281 69,267 69,243
その他特定目的基金 428,191 426,368 324,832
　積立金合計 3,644,007 4,098,043 3,732,440
　対前年増減額・増減率 △ 454,036 △ 11.1% 365,603 9.8% 500,930 15.5%

令和６年度末見込み 令和５年度末見込み 令和４年度末
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７．主要・重点施策
　　☆新規　※拡充　○既存

（１）デジタルトランスフォーメーション（デジタル田園都市国家構想関係）に関する予算
　　☆ホームページリニューアル事業 5,258 千円
　　☆公式ＬＩＮＥ導入事業 7,650 千円
　　☆タブレット導入事業 9,036 千円
　　☆ペーパーレスシステム導入事業 1,090 千円
　　☆ＤＸ推進アドバイザー派遣事業 2,400 千円

（２）ニュータウン事業推進に関する予算
　　○産業施設及び商業施設誘致促進奨励事業 41,900 千円
　　○分譲推進事業 8,605 千円

（３）生活インフラ道路整備に要する予算
　　○道路長寿命化事業 18,000 千円
　　○町単独道路整備事業 117,881 千円

（４）移住・定住促進に関する予算
　　○移住者住宅取得支援事業 6,000 千円
　　○移住・定住支援事業 7,550 千円
　
（５）教育施設の修繕に関する予算
　　※小学校施設維持管理 19,694 千円
　　○小学校体育館改修事業 46,100 千円
　　☆中学校校舎改修事業 26,900 千円
　　☆中央公民館屋上防水改修事業 55,500 千円
　　※社会体育施設管理事業（海洋センター改修） 35,646 千円

（６）町立保育園の一園化等の検討に関する予算
　　☆町立保育園一園化検討事業 20 千円

（７）主要道路延伸に関する予算
　　○主要道路延伸調査事業 500 千円

（８）公園の整備、集約化に関する予算
　　※公園維持管理事業 42,126 千円

（９）防災減災に関する予算
　　○災害時避難場所確保事業 11,000 千円
　　※防災対策事業 8,809 千円
　　☆合の谷災害対策事業 6,600 千円

（１０）交通弱者の移動手段に関する予算
　　※無料コミュニティバス運行事業 13,858 千円

（１１）シティプロモーションに関する予算
　　※観光振興事業 2,407 千円

（１２）その他新規事業
　　☆窓口キャッシュレス決済事業 924 千円
　　☆総合戦略策定事業 613 千円
　　☆町制施行７０周年記念式典事業 1,532 千円
　　☆町制施行７０周年記念事業 2,025 千円
　　☆町長選挙 11,819 千円
　　☆国勢調査調査区設定 90 千円
　　☆農林業センサス 2,691 千円
　　☆地域福祉計画策定事業 5,048 千円
　　☆デイサービスセンター館内照明ＬＥＤ化事業 9,000 千円
　　☆子ども・子育て支援事業計画策定事業 4,354 千円
　　☆そらいろ保育園施設整備事業 21,188 千円
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【用語解説】

■歳入
○町税

○地方譲与税

○税等交付金

○地方交付税

○国庫支出金

○県支出金

○繰入金

○繰越金

○町債

○その他の収入

■歳出（目的別）
○議会費

○総務費

○民生費

○衛生費

○労働費

○農林水産業費

○商工費

○土木費

○消防費

○教育費

　町民税、固定資産税、軽自動車税、町たばこ税

　国が徴収した揮発油税、自動車重量税、森林環境譲与税の一部が配分されるもの

　特定の事業に対しての国からの補助金など

　特定の事業に対しての県からの補助金など

　基金（積立金）や特別会計からの繰り入れ

　前年度の歳入歳出差引残額

　町の借入金

　議会の活動に要する経費

　全般的な管理、徴税、戸籍住民基本台帳、選挙、統計調査、監査委員などに要する経費

　労働者育成に要する経費

　農業委員会、農業振興、畜産振興、農地、農村環境整備、水産業などに要する経費

　商工業の振興、企業立地促進、消費者行政、観光などに要する経費

　消防（館林地区消防組合への負担金）、防災対策に要する経費

　利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴ
ルフ場利用税交付金、環境性能割交付金は、県税の一部が配分されるもの。
　地方特例交付金は、国が決定した特別減税について、減収分を補てんするもの。
　交通安全対策特別交付金は、交通違反反則金として国に納められたものが配分されるもの。

　市町村間の財源（税収等）の不均衡を調整し、すべての市町村が一定の水準を維持できるよう財源を
保障するため、国税（所得税、法人税、酒税、消費税、地方法人税）の一定割合を配分するもの
　普通交付税は、基準財政需要額（決算額や予算額ではなく、標準的な水準の行政を行うために必要と
なる一般財源）から基準財政収入額（標準的な税収入の一定割合）を差し引いたもの

　負担金（保育料等）、使用料及び手数料（駐車場使用料や住民票・各種証明の手数料等）、財産収入
（町有地賃貸料や基金の利息等）、寄附金（ふるさと納税等）、諸収入（歳入区分のどれにもあてはま
らない収入）

　社会・障害者・高齢者・児童福祉、国民年金事務、災害救助などの社会生活を保障するのに必要な経
費

　保健衛生、病院（医療企業団への負担金等）、清掃（館林衛生施設組合への負担金）などの衛生的な
生活環境を保持するための経費

　土木管理、道路橋りょうの維持・新設改良、河川、都市計画、下水道（下水道事業会計への繰出
金）、公営住宅などに要する経費

　教育委員会、小中学校、社会教育（生涯学習、文化財、各公民館の運営費等）、保健体育（海洋セン
ター、運動場、プール等）などの教育関係の経費
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○災害復旧費

○公債費

○諸支出金

○予備費

■歳出（性質別）
○人件費

○扶助費

○公債費

○普通建設事業費

○災害復旧費

○物件費

○維持補修費

○補助費等

○繰出金

○積立金

○予備費

　災害によって被害を受けた施設等の原形復旧に要する経費

　町が借り入れた町債の元利償還金（返済金）

　公共用地取得費、土地開発基金（積立金）の利子の積立金

　予算外の支出や予算超過の支出に充てるための経費

　町が借り入れた町債の元利償還金（返済金）

　道路、橋りょう、学校、庁舎等公共用や公用施設の新増設、大規模修繕等の建設事業の経費

　災害によって被害を受けた施設等の原形復旧に要する経費

　公共用施設等の小規模な修繕等の経費

　報償金、保険料、負担金、補助金、交付金、補償金、公課費など

　特別会計等に支出される経費など

　基金への積立金

　補正予算では間に合わない予算外の支出や予算超過の支出に充てるための経費

　職員（正職員、会計年度任用職員）、特別職、各種委員に対し、支払う経費（議員報酬、委員報酬、
特別職給与、職員給、会計年度任用職員報酬、各種手当、共済組合負担金、退職手当組合負担金など）

　社会保障制度の一環として各種の法令等に基づき被扶助者に対してその生活を維持するために支出さ
れる経費及び町が単独で行っている各種扶助の経費

　人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の消費的性質の経費（旅費、交際費、需用費、役務費、
備品購入費、報償費、委託料、使用料及び賃借料、原材料費など）
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